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	　開会の挨拶

　議案第14号「平成19年度日田市教育行政実施方針について」を提案し提案理由の説明を、教育次長及び担当課長に指示する。
これまでの日田市教育行政実施方針については、「第4次日田市総合計画」を上位計画とし策定をしていたが、市町村合併による「新日田市」も誕生から3年目を迎えたので、今回、平成19年度を初年度とした「第5次日田市総合計画」が策定された。この計画には「心豊かで輝く人の育つまちづくり」をテーマに教育行政の基本構想、基本計画が謳いこまれている。この基本計画を基に、平成19年度から平成23年度までの5ヵ年の教育行政に関するより具体的な事業、目的を示しているのがこの日田市教育行政基本方針である。
日田市の教育行政の目標を「明日の日田を築く心豊かな人づくり」として、方針体系を学校教育の充実、生涯学習の充実、文化財の保護・整備、スポーツ・レクリェーションの振興、互いに尊重しあえる社会の実現、最後に開かれた教育行政の推進という六つのテーマを掲げ、それぞれ現状と課題、これからの基本方向、主に取り組み記載し、それから今回、特徴的なものとして可能な限りの目標指標を記載し、現状値と平成23年度に到達すべき目標値を示している。
それから、施策や事業の進行管理については、ＰＤＣＡサイクルで管理していきたいと考えている。

「明日の日田を築く心豊かな人づくり」を目指して市民の期待に応えることができる教育行政を推進していきたいと考えている。
別冊の平成19年度日田市教育行政基本方針について項目ごとに説明する。
それぞれ所管の目標指標について個別に説明する。
説明のあった議案第14号「平成19年度日田市教育行政実施方針について」意見を求める。
　義務教育の充実の目標指標である「基礎基本の定着状況調査のすべての教科の目標値クリア校の割合」の中学校の方だが、現状の8.3％を目標値の67％にするためには、2項目を後少し頑張ればクリアできるということだが、大丈夫か。
　クリアできなかった項目は、数学的考え方という項目である。1年でクリアするのは難しいと考えるが、この項目をクリアできなかった7校については、計画的に数年かければクリアできるだろうということで67％という目標値を設定したものである。
　それにしても小学校に比べて目標値の現状値に対する設定が高すぎる気がするが。
　中学校の場合、全県的にクリア校の割合が低かった。これは、県の目標値が高すぎた可能性がある。全県的にクリア校の割合が激減しているのが実状である。そういった意味合いも含めた上での目標値の設定である。
　教育再生会議で、ゆとり教育の見直しが提言されている。おそらく5年以内には何らかの見直しがされると考える。授業時間を減らして学力が伸びるわけはない。100時間で100の項目を教えていたものを80時間で80の項目を教えるようにしても、それは単なる時間が減っただけで、ゆとり教育ではないと考える。100の項目を120時間で教えることが本当のゆとり教育であると考える。授業時間の確保については、夏休みの長期休業中の授業など実施されているが、時間外勤務の問題などあるが、土曜日などに授業時間を設定することが出来ればと考える。秋月中学校のコミュニティースクールのような事が出来れば、授業時間、学習時間の確保ができるのではと考える。小人閑居して不善を為すという諺もあるので、自由な時間は少ない方が良いと考える。

また、来年度4月の全国一斉学力テストの結果が出れば、何らかの対策が当然出てくるという気がする。
　
　教育再生会議の内容については我々も注目しているが、中央教育審議会との整合性がずれてきているので、学校教育の現場に下りてくるとき、どういう形になるか注視しているところである。
また、土曜日の授業実施については、暑い夏季休業中の授業より土曜日の方が良いという現場校長の意見もあるが、土曜日の授業実施については、特区の承認が必要となる。そのため、夏季休業中に5日を限度に実施しているところである。実は、これが小学校にも波及しており、自由参加という形で、希望者に対して多い学校で10日間、少ない学校で3日間程度授業実施しているという現状もある。

　また、コミュニティースクールについては、来年度、鎌手小学校が内定を受けている。その中で、試験的な方法として一つ一つのコミュニティーが放課後や夜間を使って、子育てや子どもの教育に携わっていくという試みをすることになっている。
　今回の日田市教育行政方針については、指標ごとに数値化した目標値を設定しているのは大変革新的で評価できると考える。
数値化すると大変理解しやすいと同時に、大変恐ろしい面もある。しかし、目標値に到達しなければ、到達しなかった理由があるわけで、その時は、理由の分析を行い対策を立てる必要が出でくる。
再生会議の提言にある授業時数の確保については、いまある総合的な学習時間などを、そのままで授業時間を10％増やすことは、1日7時間授業なども必要となるため、長期休業や学校5日制などを含めて全体を見直す必要があると考える。　来年度の6月の学習指導要領の改訂にあわせて試案が出るという話があるので注意をしていきたい。
　再生会議については、総理の私的諮問機関であるが、あのようにテレビ等で報道されると、一般の人は中央教育審議会との区別がつかなくなると考える。
国の方針と思う人も出てくると思う。しかし、私は、総合的な学習の時間は、無くさずに授業時間の確保をお願いしたい。

　また、鎌手小学校で来年度内定したコミュニティースクールは、どういった授業をするのか。

　町内の中でのコミュニティー、例えば野瀬部や小切畑の地域の住民たちが子どもたちの学習や生活を支援していく、そういった小さなコミュニティーづくりから始まって、そのコミュニティーがいくつも集まって、学校を取り巻いていくということになる。学校に教職員が1名派遣されるので、あくまで生涯学習ではなく、学校が中心のコミュニティースクールである。
　大分県でも、1件失敗した事例はあるということだが、先進的な事例となるものである。
　今回のコミュニティースクールは、学校が中心ということだが、学校が無い地域や学校が無くなる地域もあるので、公民館も協力し、進めたらどうかと考える。
　平成19年度から、県の教育方針として各学校に「地域協育推進担当」も配置されると聞いているので、公民館としても連携を取りながら進めて行きたいと考えている。
　コミュニティースクールという新しい言葉になっているが、日本語で言えば地域運営学校であり、地域も一緒になって目標を立て、展開をしていく予定なので大いに期待をしている。
　私の住んでいる中央1丁目は、10年ぐらいまでから校区体育祭なども無くなり、子どもたちは学校だけの活動になり、地域の人とのふれあいの機会が無い。そこで、公民館がもっと色んな活動をしてくれると良いと考える。

　そういう意味では、平成19年度に配置される「地域協育推進担当」については、社会教育担当者や公民館との窓口が出来るということで一つの進歩ではないかと考える。今までは、教頭が担当のような担当でないような中途半端な形であった。
　学校と公民館の連携は、大変良いことと考える。社会福祉協議会にもボランティア協議会があるので、連携すると良いと考える。
　（休憩　5分間）

　当初予算に、鎌手小と都築小に放課後子どもプラン事業ということで、567千円の予算が計上されているが、これはコミュニティースクールと同一のものか。
当初予算の放課後子どもプラン事業については、文部科学省と厚生労働省が共同して所管する事業で、コミュニティースクールとは別のものである。
内容も違うのか。また、先生は関係あるのか。

学習指導とか体験学習とか色んな内容があり、学校教育に限定されていない。先生については、先生が直接、放課後子どもプラン事業に関係することは無い。

この二つを組み合わせたらいいような気がするが。

将来的には、そうなるかもしれないと考える。

20館ある各公民館のネットワーク、連携についてはどうか。
館長会を月に1回、主事会を月に2回開催し、研修、各地区の公民館視察など行い連携をしている。
公民館運営委員にもその情報は伝えられているか。
運営委員が、一同に集まるというような機会も少ないので、個々の公民館での対応になる。

広瀬淡窓についての学習が始まるということだが、淡窓会というのはどういう団体なのか。
淡窓会という組織は、淡窓先生の教えについて勉強する会で、講演会、史跡訪問、文書の研究などを行っている。また、一昨年の淡窓没後150年記念事業では、中心的な役割を果たしたところである。また、会の性格は、会員で構成されている任意の団体である。
旧郡部の住民は、参加しているか。全部で何人ぐらいか。

旧郡部の住民の方も参加している。会員数は、全員で200人に満たないぐらいである。
博物館の関係で、老朽化した博物館の整備とあるが、これは博物館の整備構想があると考えてよいのか。

平成19年度に、博物館の整備に向けての博物館整備検討委員会を設置することにしている。

文化的景観の保護も謳われているが、豆田等の保存地区では、マンションの建設なども規制されているのか。

　豆田の伝統的建造物群保存地区内での、マンションの建設は出来ない。また、プレハブ系の建物も規制対象である。こういった規制があるので、補助あるいは税法関係で支援措置があるという関係になる。
　保存地区外、例えば港町などで高い建物が、建設されたりすると遠景の景観が壊されるが、そのあたりの規制はどうか。

　周辺地域の対策は、2次的に必要となるが、現在は周辺地区には規制が無いので、高層マンションが建設されたりすると、景観が台無しになるので頭の痛いところである。
　博物館の整備と埋蔵文化財センターの整備など記載されているが、その施設に行けば、美術品、掛け軸、自然史、埋蔵文化財など何でもあるというような総合的な施設が必要ではないかと考えるがどうか。

　平成19年度に設置を予定している博物館整備検討委員会で、そういったことも、どういう風に整備するのが良いか検討される予定である。

　目標指標の埋蔵文化財センターの入館者数であるが、現状値の675人を750人という目標値は少なすぎるのではないか。
　発掘調査速報展の400人弱の入館者数を足した人数が、実際の入館者であるが、確かに1日当たり2人程度ということになる。今後の課題と考えている。
　スポーツ関係行事の予算は、どのくらいになるのか。
　42195チャレンジウォークの場合は、大人2,000円の参加料と市の補助金100万円で、ひなまつり健康マラソン大会は、大人2,000円の参加料と市の補助金150万円で運営している。
　公民館関係の事業などでも、する人としない人の差が大きい。スポーツも同じで、スポーツの日常化ということが記載されているが、大変良いことだと考えるので、スポーツ審議会などで身近にやれるスポーツの振興策を十分検討して実施してほしい。

　子どもから老人までを含めた総合型地域スポーツクラブの設置も目指しているので、そういったことでスポーツの新興をしていきたいと考えている。
　スポーツ激励金交付事業について説明してほしい。

　全国大会に出場する場合の経費の一部補助である。

議案第14号「平成19年度日田市教育行政実施方針について」他に意見がなければ、本議案は原案のとおり決することとする。

（議案第14号　議決）

委員会の終了を告げる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
委員会終了時刻　午後4時35分
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